                                【　別　記　様　式　集　】


※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領の共通事項】
　参加申込書の書式は、以下のとおりとする。なお、複数の別記様式を１ページに集約して記載しても構わない。
· 用紙





：Ａ４（JIS-P 0138）縦
· フォント



：9.5～12ポイント
· １行文字数


：35～50文字
· １ページの行数
：30～45行
· 余白





：上下左右に20mm以上
· 特に指示のない場合は各々１ページ以内（片面印刷）
【記入要領】
１　別記様式１を表紙として、別記様式１～５（枝番含む）の様式を提出する。

２　作成者は、提出書類の疑義につき、対応のできる者を記入すること。
３　別記様式１において、共同企業体の場合は（別記様式１）参加申込書内の記入例を参照すること。


（別記様式１）
	参 加 申 込 書
令和　　年　　月　　日
　沖縄県知事　殿
                         　           提出者　住　　　　所：共同企業体事務所の住所(記入例)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：共同企業体事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：○○○○業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△△・○○××共同企業体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者構成員：△△(株)　代表者　氏名　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員：○○(株)　代表者　氏名　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　担当部署：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：

　令和７年度沖縄県屋外広告物あり方等検討業務（新たな技術開発による屋外広告物・安全管理編）に係るプロポーザル方式に応募します。
　なお、参加申込書の内容については事実と相違ないことを誓約します。




（別記様式１－２）
参加申込書添付様式

・応募者に対して求める要件

	資格確認項目
	＜申請者記入欄＞※1

	①
	地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
	同条の規定に該当しない者である。

	②
	沖縄県土木建築部における令和７・８年度入札参加資格者名簿（コンサルタント等）における業種区分「建設関係コンサル」、登録業種「建築一般」又は「調査」に登録された者。※３

	該当する


	③
	会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く。）でないこと。

	更生手続及び再生手続開始の申立てはしていない。

	④
	企画書の提出期限日の最終日から特定日までの期間に、本県の指名停止措置を受けていないこと。
	提出日現在において、指名停止の措置は受けていない。

	⑤
	沖縄県内に、本店＜支店＞＜営業所＞があること。※４

	該当する。（○○支店）

	⑥
	警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、沖縄県土木建築部発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。

	排除要請は受けていない。

	⑦
	応募しようとする者との間に、資本関係、人的関係又はその他の入札の適正さが阻害されると認められる関係がないこと。

	他の入札参加者との間に、資本関係又は人的関係はない。

	⑧
	当該業務の見積額が「１業務概要(7)契約限度額」に示す金額以下であること。（参加申込時の見積書提出不要）

	理解している。

	⑨
	共同企業体の代表構成員は、過去10年以内に当該業務の同種業務（屋外広告物条例に係る「新たな技術開発による屋外広告物」、「屋外広告物の安全管理」に関するあり方検討業務及びガイドライン策定）等の実績を有すること。（沖縄県以外の地方公共団体発注業務も可）又は類似業務（屋外広告物条例に係る「屋外広告物の実態調査」、「屋外広告物条例に係る取扱基準、ガイドライン策定」）等の実績を有すること。（沖縄県以外の地方公共団体発注業務も可）※５

	該当する。


	⑩
	⑨の実績のある共同企業体の代表構成員に管理技術者を置くこととし、以下のいずれかの有資格者を配置できる者とする。
(ｱ) 技術士（総合技術管理部門：都市及び地方計画）を有し、技術士法による登録を行っている者
(ｲ) 技術士（建設部門：都市及び地方計画）を有し、技術士法による登録を行っている者

(ｳ) RCCM（都市計画及び地方計画）の資格を有し「登録証明書」の交付を受けている者

	該当する。

	２社共同企業体である場合、以下を記入

	①
	自社結成方式である。
	該当する。

	②
	当該業務に関し、２つ以上の共同企業体の構成員ではない。
	該当する。

	③
	代表者は構成員のうち最大の履行能力を有し、かつ最大の出資割合の者である。
	該当する。
（出資割合○％）

	④
	構成員のうち最小の出資者の出資割合は、30％以上でなければならない。
	該当する。
（出資割合○％）

	⑤
	共同企業体の協定書が、公募要領と同時に配布する「共同企業体協定書」によるものである。
	該当する。



・【提出様式等一覧】※２

	提出書類

	①
	参加申込書
	別記様式１

	②
	応募者に対して求める要件
	別記様式１－２

	③
	企業の業務実績一覧表
	別記様式２

	④
	公正取引委員会の排除勧告状況
	別記様式３

	⑤
	沖縄県土木建築部に係る指名停止の状況
	別記様式４

	⑥
	予定管理技術者の経歴等
	別記様式５-１

	⑦
	予定担当技術者の経歴等
	別記様式５-２

	⑧
	共同企業体協定書
	別記様式11

	その他証明等に必要な添付書類（任意様式）

	①
	別記様式２関係
	同種・類似業務においては、証明できる資料及び業務概要がわかる資料

	②
	
	令和７・８年度入札参加資格者名簿（コンサルタント等）への登録がわかる資料

	③
	別記様式５－１関係
	保有資格、類似業務においては、証明できる資料及び業務概要がわかる資料

	④
	
	県内に技術者の常駐が評価の対象となっている場合は、証明できる資料

	⑤
	別記様式５－１関係
	同種・類似業務においては、証明できる資料及び業務概要がわかる資料

	⑥
	
	県内に技術者の常駐が評価の対象となっている場合は、証明できる資料


※1　 ＜申請者記入欄＞は記入例であるため、適宜書き換えること。

※2　添付書類は、提出様式等一覧で確認すること。
※3　共同企業体の構成員を含む。

※4　共同企業体の代表構成員は、沖縄県内に本店、支店又は営業所があること。また、構成員のうち1社は、沖縄県内に本店がある企業とする。
※5　沖縄県内に本店がある共同企業体の構成員の業務実績については、同種・類似業務の実績の有無を問わない。

（別記様式２）
 ・企業の実績等
	①名称（共同企業体の場合は共同企業体名）

	②本店の所在地（共同企業体の場合は代表構成員の住所）


	③支店又は営業所の所在地【参加資格を支店、営業所で満たす場合に記載】



・企業の過去10年間の業務実績の概要※２        
	業務名
	発注機関名
	履行期間
	同種※５
	類似※５
	業務概要※１

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１　業務概要には、公募要領において定義した同種・類似業務に該当する概要を記載すること。

※２　同種・類似業務実績の記載は３件までとし、代表構成員の実績とする。
※３　同種・類似業務においては、証明できる資料及び業務概要がわかる資料を添付すること。
※４　令和７・８年度入札参加資格者名簿（コンサルタント等）への登録がわかる資料を添付すること。

※５　同種・類似欄のいずれかに丸をつけること。
（別記様式３）
・公正取引委員会の排除勧告状況
	企　業　名
	(代表構成員)

	(構成員)


	排除勧告の有無
	
	

	排除勧告年月日
	
	

	排除勧告内容
	
	



※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領】
　複数回の勧告がある場合は、最新のものを記載する。

（別記様式４）
・沖縄県土木建築部に係る指名停止の状況　　　　　　
	企業名
（代表構成員）
	

	指名停止の有無
	

	指名停止の年月日
	

	指名停止の期間
	        年　月～　年　月　（　　ヶ月間）

	指名停止の理由
	


	企業名
（構成員）
	

	指名停止の有無
	

	指名停止の年月日
	

	指名停止の期間
	        年　月～　年　月　（　　ヶ月間）

	指名停止の理由
	



※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領】
　複数回の指名停止がある場合は、最新のものを記載する。

（別記様式５－１）
	ふりがな
①氏名
	②年月日

	③所属・役職   

	④保有資格
　　　　　　　　　           　・登録番号：　　　　　　　　　　・登録年月日：

	⑤県内常駐の有無（どちらかに○をつけること）
	（　有　・　無　）

	⑥業務経歴（過去10年間、３件以内）　

	担当役職
	業務名
	同種
	類似
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


 ・予定管理技術者（代表構成員）の経歴等

※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領】

１　評価の対象となっている配置技術者の経歴等を記載する。
２　担当役職欄は当該業務に従事した際の配置役職名を記載する。例：管理技術者、担当技術者等
３　保有資格、類似業務においては、証明できる資料及び業務概要がわかる資料を添付する。
４　県内に技術者の常駐が評価の対象となっている場合は、証明できる資料を添付すること。
５　同種・類似欄のいずれかに丸をつけること。


（別記様式５－２）
 ・予定担当技術者の経歴等
	ふりがな
①氏名
	②年月日

	③所属・役職

	④県内常駐の有無（どちらかに○をつけること）
	（　有　・　無　）

	⑤業務経歴（過去10年間、３件以内）

	担当役職
	業務名
	同種
	類似
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



※提出時は点線内の記入要領等を削除すること

【記入要領】

１　評価の対象となっている配置技術者の経歴等を記載する。
２　担当役職欄は当該業務に従事した際の配置役職名を記載する。例：管理技術者、担当技術者等
３　同種・類似業務においては、証明できる資料及び業務概要がわかる資料を添付する。
４　県内に技術者の常駐が評価の対象となっている場合は、証明できる資料を添付すること。
５　同種・類似欄のいずれかに丸をつけること。


